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研究成果の概要（和文）：本研究において、従業員と企業に対して、障がい者雇用に関するアンケート調査を実施した
。その結果、障がい者は、健常者の仕事満足度を上げることによって、組織内マクロ労働生産性を改善すること、およ
び、それによって、企業の業績を改善することが明らかとなった。それに加え、IBMのAMOSを用いた、アンケート結果
の共分散構造分析によって、有効なモデルを作ることができた。

研究成果の概要（英文）：I carried out the questionnaire survey about the employment of disabled people .It
 was recognized that the disabled people improved the macro-labor-productivity in the organization by rais
ing the work satisfaction of the physically unimpaired person and the business results of the company thro
ugh it. By a covariance structure analysis using AMOS of IBM for the questionnaire result, I was able to m
ake an effective model.
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１．研究開始当初の背景 
  法定雇用率が課され、納付金・調整金の制
度がありながらも、障がい者の雇用は、今一
つ芳しくない。それどころか、障がい者に対
する差別やいじめも見られる。 
  その背景にあるのは、「障がい者は役に立
たない」という発想であると思われる。 
  しかし、中小企業の中には、障がい者を法
定雇用率以上に多数雇用し、業績の良い企業
が多く存在する。 
  それらの会社の経営者にヒアリングを行
うと、障がい者を高く評価していることがう
かがえる。特に、障害者自身の仕事能力だけ
ではなく、健常者社員に与える影響を評価し
ていることが見て取れる。このような能力を
研究代表者である影山は、「組織なマクロ労
働生産性改善効果」と呼んでいる。 
  そこで、障がい者雇用を促進し、障がい者
に対する差別やいじめを軽減するためにも、
障がい者の「組織内マクロ労働生産性改善効
果」を実証することは社会的にも、研究上も、
大きな意味がある。 
 
２．研究の目的 
  雇用された障がい者が、社内を改善する能
力を持つかどうか、それによって会社の業績
に影響を与えるかどうかを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
  企業に対し、障がい者の雇用状況、業績、
人事制度について尋ねるとともに、従業員全
員に対し、障がい者との接触状況、仕事満足、
精神健康度、障がい者評価に関するアンケー
トを実施する。 
  アンケート結果は、統計学的分析を行い、
障がい者との接触の有無と程度によって、仕
事満足、精神健康度、障がい者評価に違いが
あるかどうかを明らかにする。 
 
４．研究成果 
＜問題の所在＞ 
  2013 年 4月 1日より，法定雇用率の見直し
が図られ，民間企業については 1.8％から
2.0％に引き上げられた。また，同年，改正
障害者雇用促進法が成立し，2018 年 4月から
精神障がい者の雇用が義務化されることに
なった。 
  この背景には，特に精神障がい者の新規求
職申込件数が急増している一方で，障がい者
の雇用が進まないことがある。まず，精神障
がい者の新規求職申込件数は，ここ 10年で 8
倍近く増加している。その背景には，厳しい
労働環境の下で，精神障がい者数が急増して
いることがある。 
  また，障がい者雇用割合の平均を企業規模
別に見ると，改正前の法定雇用率をクリアし
ているのは，1000 人規模以上のみである。し
かも，法定雇用率をクリアしている企業の割
合を企業規模別にみた場合，1000 人希望以上
の企業でも，57.5％が法定雇用率をクリアし

ているにすぎない。 
  障がい者の雇用を法で強制せねばならな
い大きな要因の 1 つとして，「障がい者は，
生産性が低い，したがって，効率や費用対効
果が重視される経営の現場にはそぐわない」
と，企業側が考えていることが挙げられる。 
  しかし，障がい者を経営的視点からも評価
し，積極的に雇用している企業がある。 
  その評価のポイントは，障がい者が健常者
社員の生産性や仕事に関する満足度にプラ
スの効果を与えていることである。 
  つまり，障がい者は，一人ひとりの単位で
見た「組織内ミクロ労働生産性」の観点で見
ると，生産性は低いが，健常者社員に与える
影響を通して，コストの削減や生産性の改善
を果たしている可能性がある。つまり，社員
相互の関係が生産性に与える影響に着目し
た「組織内マクロ労働生産性」の観点から，
障がい者は経営にとってプラスの影響を与
える能力を持っている可能性があるのであ
る。 
  なお，このような観点は，規模の大きな企
業より，中小企業に見られる傾向がある。財
務規模が小さく，余裕がない中小企業の場合，
コストをかける以上，経営上の効果を見出そ
うとする視点が強く，そこから障がい者の能
力を見出し，引き出していることが伺える。 
  そこで本研究は，中小企業を中心として実
施するアンケート調査に基づき（ただし，協
力をしてくれる場合，大企業も排除しない），
障がい者がこのような能力を持つことを実
証的に明らかにすることを期するものであ
る。 
 
＜当研究における仮説と方法＞ 
（１）当調査の仮説 
①障がい者は，経営にとってプラスになる能
力を持つ。 
②このような能力は，障がい者との接触によ
って気づかれる。 
③このような能力の中には、健常者に正の影
響を与えることによって，社内全体の生産性
である組織内マクロ労働生産性を改善する
ものがある。 
④障がい者の組織内マクロ労働生産性改善
効果を引き出している企業は，そうでない同
業他社と比較して、業績がよい。 
（２） 当調査の方法 
健常者社員および経営層を対象としたアン
ケートによる調査 
 
＜アンケートの実施・回収状況＞ 
【実施期間】2011 年 7月～21013 年 3月（2012
年 3月で中間集計し，その結果を同年開催さ
れた『経済理論学会』で報告した。） 
【実施方法】「社員用アンケート」は，イン
ターネットに掲載されたアンケートへの回
答か印刷したアンケート票での回答を選択
してもらい，実施した。「会社用アンケート」
は，印刷された質問票を１企業につき１部配



布・回収した。 
【回収状況】会社用アンケート有効回答数 31
社（回収数 35 社分） 
     社員用アンケート有効回答数
1,107（回収数 1,141） 
 
＜分析結果＞ 
（１）接触性と認識に関する分析の帰結 
  プライベートな接触および社内接触のい
ずれにおいても，接触が深い場合，障がい者
の能力認識に有意な差が見られた。さらに，
両接触の相乗効果によって，障がい者の能力
をより認識しやすくなることがわかった。 
  それは，障がい者が当該能力を持つこと，
その能力は，深い接触によって初めて認識さ
れるものであることを意味する。 
（２）障がい者パフォーマンスの客観的検証 
  障がい者のパフォーマンスが発揮されて
いる（認識されている）場合，健常者社員の
精神健康度が改善され，仕事満足度が向上す
ることがわかった。 
  また，障がい者の社内改善力が発揮されて
いる（認識されている）場合，（業界内平均
と比べて）業績が良いこと，仕事満足度が高
い場合，業績が良いことが明らかとなった。
障がい者は，その能力を通して，経営にとっ
て正の効果を持つことが明らかとなった。障
がい者のパフォーマンスは，客観的にも検証
されたといえる。 
 
＜パス解析＞ 
  「接触によって認識された障がい者の能
力」および「障がい者パフォーマンスの客観
的検証」の仮説と検証から得られた結果を元
に，パス解析のモデルを作成した。 
  カイ自乗検定による有意確率は0.323であ
り，５％水準で棄却ではなかった。モデルは，
採用されることになる｡また，CFI は 0.9 を超
えており，RMSEA は，0.05 を下回っている。
PCLOSE も棄却ではない。当てはまりが良いモ
デルといえよう。 
  加えて，検定統計量は，いずれも 1.96 を
超えており，有意確率は，パス係数がすべて
有意であることを示している。 
   なお，宗近・田島【2007】から「職務満
足が精神健康度に影響を与える」という因果
関係を想定できる。 
  なお、いずれの企業においても，障がい者
との接触いかんは求職動機とはかかわりが
なく，また，社員の希望で異動が決められる
ことがないことが分かった。つまり，社内接
触は，与件であると考えてよい。 
  また，プライベートな接触に関しても，上
記のボランティアでの接触以外は，家族に障
がい者がいる，統合教育の一環で一緒に学ん
だ，近所に障がい者がいたことによる接触で
あり，与件という性格が強いことが指摘でき
る。 
  さらに，障がい者との接触は，健常者社員
に直接影響を与える要因であり，業績の良し

悪しがその間に入ったり，その前提になると
は考えにくく，接触により、健常者社員が障
がい者社員から影響を受けたことの結果と
考えられる。 
  以上のように，重要な要件間の因果関係が
想定できるものの，念のため，モデルの作成
においては，検定統計量，有意確率，先に見
た相関係数，CFI，AIC，RMSEA，PCLOSE など
を参照しつつ，他の項目や矢印を付加したり，
矢印の方向を変えたりした。結果的には，掲
示したモデルが最も当てはまりが良かった。 
 
＜むすび＞ 
  パス図を見ると，パス係数は，それほど高
いものではないことが伺える。また，尺度間
や尺度と業績との相関を見た際，一部の係数
は，有意ではあるが，無相関と判断されかね
ない数値であった。しかし，だからといって，
その数値やこのモデルに意味が無いことに
はならない。むしろ，その数値やモデルは，
障がい者の能力の特性をよく表現している。 
  すなわち，社員の職務満足や精神健康度，
会社の業績に対して影響を与える要因は，
様々であることに加え，障がい者の能力は，
深い接触でなければ気づかれない性質のも
のであるため，このような数値になるのは当
然ともいえる。 
  いい方を変えれば，尺度間の相関やパス係
数が高い場合，障がい者の能力は，容易につ
かめていた可能性がある。そうであれば，法
定雇用率を課さずとも，各企業は，障がい者
雇用にもっと積極的になっていたであろう。 
  しかし，接触度が高くなければ容易につか
めない効果であるがゆえに，法定雇用率を課
さねば取り組みが進まない一方で，障がい者
の能力に気づいた企業は，規模の大小や業界
の相違とは関わり無く，障がい者雇用に取り
組んできたのである。 
  現代は，連携のシナジー効果といったシス
テム要因に着目することが重要である。成果
主義のような人事システムは，産業革命の時
代や「組織内ミクロ労働生産性」が問われる
第２次産業に重きがある社会では有効であ
ったかもしれないが，社内のシナジー効果を
生むつながりを断ち切る制度であり，社員相
互のつながりの中で仕事をすることが多い
現代社会にはそぐわない。規制緩和・構造改
革の流れの中で，成果主義をドラスティック
に導入し，業績を落とした企業が多々あるこ
とは必然性がある。 
  しかも，経営上の成果に導くには，シナジ
ー効果を地道に積み重ねることが必要であ
る｡ソフト化，サービス化が進む領域や社会
においては，ドラスティックに生産性を上げ
る方策を期待することは難しいのである｡ 
  障がい者の「組織内マクロ労働生産性」改
善効果は，このような時代において，シナジ
ー効果に着目した組織設計を行わねばなら
ないことを端的に示す好例である。 
  日本的経営の中では，社会貢献活動を経営



戦略化しにくかった日本ではあるが，現代で
は，中小企業の取組みに象徴的に見られるよ
うに，社会貢献を戦略化することが，経営上
の大きな効果をもたらす１つの鍵となる。障
がい者雇用も同様である。障がい者が持つ能
力と効果，それを引き出す条件を把握した企
業に，大きな果実がもたらされる可能性があ
る。 
  この研究成果が，障がい者雇用を戦略化し
ようとしている企業の背中を押し，障がい者
雇用の促進に資することを祈念する。 
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